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2022年11⽉15⽇

ダイワ／バリュー・パートナーズ・チャイナ・イノベーター・ファンド

第8期の運⽤状況と今後の⾒通しについて

平素は、「ダイワ／バリュー・パートナーズ・チャイナ・イノベーター・ファンド」をご愛顧賜り、厚く御礼申し上げます。

さて、当ファンドは2022年11⽉14⽇に第8期の決算を迎えました。第8期の運⽤状況並びに今後の⾒通しについ
てまとめましたので、次ページ以降報告申し上げます。

なお第8期の収益分配⾦について基準価額の⽔準等を勘案した結果、分配を⾒送ることといたしました。

引き続きお引き⽴て賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。

（ご参考）当ファンドの分配⽅針は以下の通りです。

①分配対象額は、経費控除後の配当等収益と売買益（評価益を含みます。）等とします。

②原則として、基準価額の⽔準等を勘案して分配⾦額を決定します。ただし、分配対象額が少額の場合には、

分配を⾏なわないことがあります。

基準価額・純資産の推移 (2022年11⽉14⽇時点）

※「分配⾦再投資基準価額」は、分配⾦（税引前）を分配時にファンドへ再投資したものとみなして計算しています。
※基準価額の計算において、実質的な運⽤管理費⽤（信託報酬）は控除しています（後述のファンドの費⽤をご覧ください）。
※上記は過去の実績を⽰したものであり、将来の成果を⽰唆・保証するものではありません。
※分配⾦は、決算の都度、収益分配⽅針に基づいて委託会社（⼤和アセットマネジメント）が決定しますので、将来の分配⾦について、あ

らかじめ⼀定の額の分配をお約束するものではありません。今後の市場環境や運⽤状況によっては、分配⾦の変更あるいは分配⾦が⽀払
われない場合もあります。

基準価額 13,493円

純資産総額 117億円

決算期 （年/月/日） 分配金

第1～3期 合計： 550円

第4期 (20/11/12) 1,700円

第5期 (21/5/12) 1,700円

第6期 (21/11/12) 450円

第7期 (22/5/12) 0円

第8期 (22/11/14) 0円

分配金合計額 設定来 ： 4,400円

直近5期 ： 　3,850円

《分配の推移》 (1万口当たり、税引前)
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当期の市場環境︓中国株式市場は感染拡⼤を受けた⾏動規制への懸念から下落
中国本⼟市場は、期初は⾏動規制の緩和による経済活動の再開やテック企業に対する規制緩和の動きを好感し
たことから上昇しました。7⽉以降は、中国の2022年4-6⽉期の実質GDP（国内総⽣産）成⻑率が市場予想を
下回ったことや、ペロシ⽶下院議⻑の台湾訪問を発端とした⽶中関係悪化への懸念などが相場の重しとなりました。
9⽉中旬以降は、主要中央銀⾏の積極的な利上げによる景気悪化懸念に加えて、中国国内で新型コロナウイルス
の感染が再拡⼤していることを受けて、⾏動規制強化による景気減速が懸念されたことから、期末にかけて下げ幅を
拡⼤しました。
⾹港市場は、⽶国による対中関税引き下げ観測などを背景に、6⽉下旬にかけて上昇しました。その後は⽶国株
安や、⽶国が半導体関連の対中禁輸措置を検討していると報道されたことなどで投資家⼼理が悪化したことから、期
末にかけて下落しました。

当期の運⽤状況︓需要低迷が懸念された消費関連銘柄などを中⼼に下落
当ファンドの基準価額は、中国株式市場は軟調な展開だった⼀⽅、中国⼈⺠元や⾹港ドルに対して円安が進⾏

したことがプラスに寄与したことで上昇しました。組⼊銘柄については、中国政府の新エネルギー関連への継続的な⽀
援姿勢および欧⽶からの需要を背景に、太陽光発電関連銘柄が相対的に堅調に推移した⼀⽅、⾏動規制を背景
とした需要低迷への懸念から、消費関連銘柄が下落したことなどがパフォーマンスにマイナス寄与しました。ポートフォリ
オでは、中国政府により進められている国内⽣産強化に向けた国策などが追い⾵となり、将来的な成⻑が⾒込まれる
半導体関連銘柄へのウエートを引き上げました。
今後も幅広い分野で中国のイノベーション関連技術の導⼊が加速するとの⾒通しには変わりはなく、中⻑期的に業

績が堅調であることが再確認されるにつれ、当ファンドの保有銘柄が市場で評価されてくると想定しています。

当ファンドと中国株式指数の推移
(2022年5⽉12⽇〜2022年11⽉14⽇)

※「分配⾦再投資基準価額」は、分配⾦（税引前）を分配時にファンドへ再投資したものとみなして計算しています。※基準価額の計算に
おいて、実質的な運⽤管理費⽤（信託報酬）は控除しています。※CSI300指数、⾹港ハンセン株価指数は、当ファンドのベンチマークでは
ありません。※円換算は、前営業⽇の指数値に当⽇のわが国の対顧客電信売買相場の仲値を乗じて算出しています。※上記は過去の実
績を⽰したものであり、将来の成果を⽰唆・保証するものではありません。

（出所）ブルームバーグ

※前期末（2022年5⽉12⽇）を100として指数化
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順位 国名
1 スイス
2 ⽶国
3 スウェーデン
4 英国
5 オランダ
6 韓国
7 シンガポール
8 ドイツ
9 フィンランド
10 デンマーク
11 中国
12 フランス
13 ⽇本

（出所）WIPO（世界知的所有権機関）発表資料を基に⼤和アセットマネジメント作成

過去10年間における中国の順位の推移

注⽬トピック︓世界におけるイノベーション⼤国としての地位を固めつつある中国

世界のイノベーション能⼒ランキングにおいて中国が10年で躍進
WIPO（世界知的所有権機関）などが発表した、世界各国の技術⾰新の能⼒を⽰す「グローバル・イノベーショ

ン・インデックス」2022年版において、中国は11位となりました。2012年時点では34位であったことや、⽐較的継続
して順位を上げていることを踏まえると中国が着実にイノベーション⼤国としての地位を確⽴しつつあることがうかがえる
結果となりました。グローバル・イノベーション・インデックスは細分化された81の指標に基づいて、創造性や技術⼒、イ
ンフラなどの観点からイノベーションのパフォーマンスを分析しています。中国は創造性や技術⼒についてのカテゴリーにお
いて上位にあります。また、特許出願件数や従業員の⽣産性など9つの指標で世界⼀位となっています。
CNIPA（中国国家知識産権局）によると、 2012年から2021年にかけて中国全体の研究開発投資は約3倍

に、⼈⼝1万⼈当たりの発明特許所有数（⾹港、マカオ、台湾を除く）は約6倍に増加しました。中国が着実にイノ
ベーションを発展させてきた理由として、CNIPAの胡副局⻑は中国のイノベーション主導の成⻑戦略の実施や、知的
財産保護の強化における取り組みの成果であると述べています。

中国のイノベーションについて
今や新エネルギー⾞（NEV）においては世界最⼤規模のシェア、AI（⼈⼯知能）分野においては世界トップクラ

スまで躍進しています。また、特許出願件数についても2019年に⽶国を抜き⾜元に⾄るまで世界⼀位となるなど、世
界のイノベーションにおける中国の存在感は⾼まっています。今後も国策の後押しを受けてイノベーションの発展が⾒込
まれることは、当ファンドで注⽬している中国のイノベーション関連企業にとって成⻑の機会となると期待されます。
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今後の市場⾒通しと運⽤⽅針

政策的な後押しが期待される脱炭素関連・先端製造業関連に注⽬
地政学リスクやインフレ⻑期化懸念などから、株式市場については引き続き不安定な相場展開となることが想定さ
れます。中国国内要因については、厳しい⾏動制限による中国経済への影響が懸念材料となる中、10⽉に⾏われ
た中国共産党⼤会において科学技術発展への注⼒が強調されたことは、当ファンドが着⽬するイノベーション企業に
とってポジティブな内容であると考えています。
当ファンドは、特定のセクターに特化せず、幅広い業種のイノベーション関連企業に投資を⾏っていますが、現在は、
主に以下のテーマに注⽬しています。

中国がコア技術において欧⽶依存からの脱却を⽬指すなか、国策により後押しされる中国企業には、マーケットシェ
アの⾼いリーディングカンパニーが多く存在しています。そして、競争⼒の向上と⾼い利益成⻑の達成が可能だと考えて
います。今後も、成⻑ポテンシャルの⾼い銘柄に焦点をあて、中⻑期的な信託財産の成⻑をめざして運⽤を⾏ってま
いります。

① 脱炭素
公害問題は、中国の持続的な経済発展にとって⼤きなテー
マとなっています。持続可能な経済成⻑が実現できるよう、経
済成⻑モデルを転換させ、脱炭素関連産業を発展させること
が政策として重要視されつつあります。太陽光発電などの再⽣
可能エネルギーや普及拡⼤が期待される電気⾃動⾞関連な
どに注⽬しています。

② 先端製造業
2021年3⽉に採択された「第14次5カ年計画（2021〜
25年）と2035年までの⻑期⽬標」（新5カ年計画）におい
て、半導体技術におけるブレークスルーが⽬標として掲げられま
した。中国の半導体産業は、政府の国策に⽀えられ、国産化
を強⼒に推し進めており、関連企業に注⽬をしています。加え
て、電⼦機器に関しても、スマート家電やVR機器などの需要
拡⼤⾒通しから、競争⼒があり付加価値の⾼い製品を提供
する関連メーカーなどに注⽬しています。

半導体のイメージ

電気⾃動⾞のイメージ
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ポートフォリオの状況（2022年9⽉末時点）

≪バリュー・パートナーズ・チャイナＡシェア・イノベーション・ファンド・エスピー（クラスＺ）の資産構成≫ ※比率は組入ファンドの純資産総額に対するものです。

※以下の資産構成は、バリュー・パートナーズ香港リミテッドの提供するデータを基に大和アセットマネジメントが作成したものです。

業種別構成 市場別構成 通貨別構成

情報技術 深センA株市場 中国・人民元

資本財・サービス 上海A株市場 香港ドル

一般消費財・サービス 香港市場 米ドル

ヘルスケア 米国市場 台湾ドル

金融 台湾市場

コミュニケーション・サービス 現金等

生活必需品

公益事業

素材

-

-

現金等

組入上位10銘柄

※業種名は、原則としてS&PとMSCI Inc.が共同で作成した世界産業分類基準（GICS）によるものです。 

※市場名は、バリュー・パートナーズ香港リミテッドの分類によるものです。

※上記データは、基準日時点（現地）のデータを記載しています。

※上記は組入銘柄の一部を紹介するものであり、個別銘柄の推奨を目的としたものではありません。

2.7%

2.5%

上海A株市場 資本財・サービス

香港市場 コミュニケーション・サービス

上海A株市場 情報技術

シャンハイ・フーダン・マイクロエ
レクトロニクス・グループ

上海A株市場 情報技術

ニンポー・オリエント・ワイヤー
ズ・アンド・ケーブルズ

中国IT業界の最大手の一社。中国最大の対話アプリWeChat（ウィーチャット、

微信)を持つほか、ゲーム事業、音楽、動画事業、広告事業、決済事業など多

角的なビジネスを展開。

中国及び台湾で事業を展開するハイテク企業。半導体関連を中心とした先端
材料の開発、受託研究開発、製造などを手掛ける。同社の製品は主に集積

回路チップ製造及び高度なパッケージングの分野で利用されている。

テンセント・ホールディングス

アンジー・マイクロエレクトロニ
クス・テクノロジー・シャンハイ

主にシリコンウェーハ、太陽電池、ソーラーモジュールの研究開発、製造、販売を

行う。製品のアップグレードを進め、利益率の改善や市場シェアの拡大を目指し

ている。

4.2%

2.9%

2.8%

特定用途向けのIC（集積回路）製品の設計・開発・販売を行う。スマートメー
ターや、セキュリティ識別製品などを手掛ける。

海底ケーブルの設置、保守、修理、研究開発を手掛ける。中国における高電

圧海底ケーブル市場において高いマーケットシェアを有しており、海底ケーブルソ

リューションプロバイダーとしての地位を確立している。

JAソーラー･テクノロジー 深センA株市場 情報技術

メイトゥアン 香港市場 一般消費財・サービス

グアンドン・ハイド・グループ 深センA株市場 生活必需品

ＣＡＴＬ

合計40.2%

銘柄名 市場名 業種名 比率

-
-

15.3%

銘柄概要

40.0% 75.9%23.0%

15.8%
20.9%

合計100.0%
比率 通貨名 比率

5.3%

5.7%

業種名

合計100.0% 合計100.0%
市場名比率

24.3% 20.4%
17.3% 2.5%
2.2% 1.1%

1.0%

15.3%

3.1%

1.0%5.3%

4.8%

イースト・マニー・インフォメー

ション
深センA株市場 金融

金融・経済情報サービスのプラットフォームを運営し、株式や金融・経済に関する

情報、およびデータ分析サービスを提供。中国資本市場の拡大に伴い、持続的
な高成長が期待できる。

5.3%

ロンジー・グリーン・エネル

ギー・テクノロジー
上海A株市場 情報技術

深センA株市場 資本財・サービス

世界最大級のEV向け電池メーカーで、テスラやトヨタなど大手自動車メーカーに

車載電池を供給する。中国EV市場の成長を背景に、電池生産能力を急拡大

させている。

4.5%

世界最大級の太陽電池メーカー。単結晶シリコン専門でインゴット・ウェハからセ
ル、モジュールまで一貫した研究開発･生産･品質管理を行う。中国政府が脱

炭素を重要課題と位置付けるなか、中長期的に政策の恩恵を受けると見込ま

れる。

5.4%

オンライン・フード・デリバリーやレストランの口コミサイトなどを運営し、食に関わる

プラットフォーマーとしての地位を確立。その他、チケット予約や配車サービスなど

生活分野でのサービスを手掛ける。

5.2%

飼料の生産・販売、関連する技術サービスの提供を行う。中国における生活水

準が向上し畜産・養殖需要が拡大するなか、優れた品質や安全性を背景に高

い利益成長を続ける。

4.8%
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ファンドの⽬的・特⾊

6/10



投資リスク

 
当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資元本が保証さ
れているものではなく、これを割込むことがあります。信託財産に生じた利益および損失は、すべて投資者に帰属し
ます。投資信託は預貯金とは異なります。基準価額の主な変動要因は、以下のとおりです。 
 
「株価の変動（価格変動リスク・信用リスク）」、「集中投資のリスク」、「為替変動リスク」、「カントリー・リスク」、
「その他（解約申込みに伴うリスク等）」 
※ 新興国には先進国とは異なる新興国市場のリスクなどがあります。 
※ 基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。 
 

［中国 A 株投資に関する留意点］（2022 年 5 月末現在） 

 
※ くわしくは「投資信託説明書（交付目論見書）」の「投資リスク」をご覧ください。 
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ファンドの費⽤
 

（注）「その他の費用・手数料」については、運用状況等により変動するため、事前に料率、上限額等を示すことができま
せん。 

※ 購入時手数料について、くわしくは販売会社にお問合わせください。 
※ 手数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、表示することができません。 
※ くわしくは「投資信託説明書（交付目論見書）」の「手続・手数料等」をご覧ください。 

 

投資者が直接的に負担する費用 
 料率等 費用の内容 

購 入 時 手 数 料 
販売会社が別に定める率 

〈上限〉3.3%（税抜 3.0%） 
購入時の商品説明または商品情報の提供、投資情報の提
供、取引執行等の対価です。 

信 託 財 産 留 保 額 ありません。 － 
投資者が信託財産で間接的に負担する費用 
 料率等 費用の内容 
運 用 管 理 費 用 
（ 信 託 報 酬 ） 

年率 1.2375% 
（税抜 1.125％） 

運用管理費用の総額は、日々の信託財産の純資産総額に
対して左記の率を乗じて得た額とします。 

 
投資対象とする
投資信託証券 

年率 0.705％程度 投資対象ファンドにおける運用管理費用等です。 

実質的に負担する
運用管理費用 

年率 1.9425%（税込）程度  

そ の 他 の 費 用 ・ 
手 数 料 

（注） 
監査報酬、有価証券売買時の売買委託手数料、先物取引・
オプション取引等に要する費用、資産を外国で保管する
場合の費用等を信託財産でご負担いただきます。 
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URL https://www.daiwa-am.co.jp/   お問合わせ 0120-106212 (受付時間 9:00〜17:00)

当資料のお取扱いにおけるご注意
当資料は、ファンドの状況や関連する情報等をお知らせするために⼤和アセットマネジメント株式会
社が作成したものです。
当ファンドのお申込みにあたっては、販売会社よりお渡しする「投資信託説明書（交付⽬論⾒書）」
の内容を必ずご確認のうえ、ご⾃⾝でご判断ください。
投資信託は値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は⼤きく変動します。したがって、
投資元本が保証されているものではありません。信託財産に⽣じた利益および損失はすべて投資者に
帰属します。投資信託は預貯⾦とは異なります。
投資信託は預⾦や保険契約とは異なり、預⾦保険機構・保険契約者保護機構の保護の対象ではありま
せん。証券会社以外でご購⼊いただいた投資信託は投資者保護基⾦の対象ではありません。
当資料は信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するも
のではありません。運⽤実績などの記載内容は過去の実績であり、将来の成果を⽰唆・保証するもの
ではありません。記載する指数・統計資料等の知的所有権、その他⼀切の権利はその発⾏者および許
諾者に帰属します。また、税⾦、⼿数料等を考慮しておりませんので、投資者の皆さまの実質的な投
資成果を⽰すものではありません。記載内容は資料作成時点のものであり、予告なく変更されること
があります。記載する投資判断は現時点のものであり、将来の市況環境の変動等を保証するものでは
ありません。
当資料中で個別企業名が記載されている場合、あくまでも参考のために掲載したものであり、各企業
の推奨を⽬的とするものではありません。また、ファンドに今後組み⼊れることを、⽰唆・保証する
ものではありません。
分配⾦は収益分配⽅針に基づいて委託会社が決定します。あらかじめ⼀定の額の分配をお約束するも
のではありません。分配⾦が⽀払われない場合もあります。
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2022年10月31日　現在

日本証券業
協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融商
品取引業協会

株式会社武蔵野銀行 登録金融機関 関東財務局長(登金)第38号 ○  

ＯＫＢ証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長(金商)第191号 ○  

大和証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第108号 ○ ○ ○ ○ 

とうほう証券株式会社 金融商品取引業者 東北財務局長(金商)第36号 ○  

ダイワ／バリュー・パートナーズ・チャイナ・イノベーター・ファンド　取扱い販売会社

販売会社名　（業態別、５０音順）

（金融商品取引業者名）
登録番号

加入協会

一般社団法人
日本投資

顧問業協会

 
上記の販売会社は今後変更となる場合があります。また、販売会社によって、新規のご購入の取扱いを行っていない場合や、お申込み
方法・条件等が異なります。くわしくは、販売会社にお問合わせ下さい。 10/10




